予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　中小企業技術開発支援事業費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-8366
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　４，５０９千円（前年度予算額：３，９５４千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,954
	0
	0
	0
	0
	0
	553
	0
	3,401

	要求額
	4,509
	0
	0
	0
	0
	0
	712
	0
	3,797

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）

　　・景気は回復傾向にあると言われているが、県内のモノづくり産業は海外製造業の攻勢にさらされており、極めて厳しい状況に置かれている。

・本県産業発展のためには、中小企業の技術力、研究開発力の底上げ、及び高度な専門知識や新技術に精通した産業人材の育成による競争力の強化が重要な課題であり、不可欠である。
　　

（２）事業内容

①中小企業技術者研修

本県産業発展のためには、中小企業の技術力、研究開発力の底上げが重要な課題であり、平成２６年度に行った「業種別懇談会」において、公設試が行う研修を企業が重要視していることがわかった。そこで、各業種一講座を目標とし、企業からの要望を反映させるよう研修内容を見直し、中小企業者又はその従業員に対し、専門的技術開発能力、技術に関する基礎的知識及び専門的知識の修得を目的とした研修を実施する。（所要経費の1/2程度を受講者が負担）

ア　総合技術者研修（H26：３課程→H27：９課程）

技術に関する基礎理論、専門知識、応用知識及びこれに関連する必要な事項につき実地に即して研修を行い、専門的知識及び技術開発能力の修得を目的とする。【定員：５～32名程度　座学、実習】

・工業技術研究所：機械・金属課程

・産業技術センター：プラスチック成形初任者研修（名称変更）
　　　　　　　　　　食品品質管理課程【新規】

　　　　　　　　　　製紙基礎課程【新規】

　　　　　　　　　　繊維初任者課程【新規】

・情報技術研究所：シーケンス制御入門課程

　　　　　　　　　シーケンス制御基礎課程

　　　　　　　　　マイコン制御入門課程（名称変更）

　　　　　　　　　ＰＣアプリ入門課程（名称変更）

イ　新技術者研修（H26：５課程→H27：２課程）

先端技術に関する基礎知識及びこれに関連する必要な事項について研修を行い、基礎的知識の修得を目的とする

　　　　　　　　　　　　【定員：20名程度　座学、実習】

　　    ・セラミックス研究所：陶磁器製造課程

・生活技術研究所：木材加工課程

②技術開発支援事業

　　　  研究所にこれまで蓄積してきた得意技術、新たに開発された技術をもと
に、県民生活の安全と安心を確保し、地域産業の競争力の強化を図るため
に、行政組織と連携し、技術相談、技術支援ならびに研究成果の技術移転
支援を行う。

ア 巡回技術指導事業（H26：116回→H27:131回、全工業系試験研究機関
で実施）

企業を巡回指導して企業の現状を把握するとともに、抱える課題に
対する具体的な支援を行う。なお、その場で解決困難な課題ついては、
県産業経済振興センターの専門家派遣事業等を活用するほか、試験研
究機関の得意技術を応用した事業化を進める際には、共同研究や受託
研究制度を利用する支援体制で臨む。

イ 緊急課題技術支援事業（H26：35回→H27：37回、全工業系試験研究
機関で実施）

企業が抱える課題を解決するため、企業の現場担当者が研究所内で
職員の指導を受け、技術やノウハウを短期間で習得する。また、中小
企業における新製品開発、新分野開拓のため研究所職員が現場に赴き、
集中的に即効性のある技術支援を行う。

ウ 新技術移転促進事業（H26：20回→H27：20回、全工業系試験研究機
関で実施）

最近の技術の複合化はめざましく、異業種分野の技術の習得は中小
企業にとって重要な課題である。そこで、試験研究機関から遠隔地に
あって利便性の悪い企業に対し研究所職員、外部講師からなるチーム
を編成し、県内各地で具体的な新技術の支援、技術移転、講演会等を
実施する。

③試験研究機関機器維持管理費（全工業系試験研究機関を対象）

工業系試験研究機関が保有する試験研究機器の法令に規定される定

期点検及び故障に対する修繕を行い、技術指導、研究開発などを円滑に

推進する。修繕費が概ね50万円までの突発的な故障及び定期的な修繕

に対応する。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	中小企業技術者研修
	1,458
	報償費376、旅費193、消耗品費846、役務費43

	技術開発支援事業
	2,282
	報償費447、旅費1,133、消耗品費382、印刷製本費80

役務費62、使用料及び賃借料178

	試験研究機関機器維持管理費
	769
	修繕費769

	合計
	4,509
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
円高や海外製品の流入など、極めて厳しい状況にある県内地場産業・中小企業を技術面で支援するため、各種技術支援事業（巡回技術指導事業、緊急課題技術支援事業、新技術移転促進事業）を実施することにより、中小企業が抱える多様な課題に対応するとともに、中小企業の若手現場技術者を対象に、高度な専門知識や新技術の習得を目的とした研修（総合技術者研修、新技術者研修）を実施することにより産業人材の育成を行い、以て県内企業の技術開発能力の向上を図る。

また、依頼試験・開放利用機器の維持管理を行い、中小企業に対する技術支援環境の維持を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指　標　名　
	事　業
開始前
	指　標　の　推　移
	現在値
	目　標
	達成率

	巡回技術指導
実施回数
	99
	78
	88
	119
	148
	116
	　

	
	（H19）
	(H22)
	(H23)
	（H24）
	（H25）
	（H26）
	127.6%

	緊急課題技術支援
実施回数
	35
	30
	29
	33
	34
	35
	　

	
	（H19）
	（H22）
	（H23）
	（H24）
	（H25）
	（H26）
	97.1%

	新技術移転促進
実施回数
	14
	15
	15
	18
	21
	20
	　

	
	（H19）
	（H22）
	（H23）
	（H24）
	（H25）
	（H26）
	105.0%

	中小企業技術者研修
実施回数
	4
	5
	6
	6
	8
	8
	　

	
	（H19）
	（H22）
	（H23）
	（H24）
	（H25）
	（H26）
	100.0%


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）中小企業技術者研修
①工業技術研究所：総合技術者研修１課程

ア　機械・金属課程

・日　程：10日間（H26.9.16～18、H26.9.25～26、H26.9.30、

H26.10.1～2、H26.10.6、H26.10.10）

  ・参加者：40名（うち終了者39名）
②産業技術センター：総合技術者研修１課程
ア　プラスチック成形（射出成形）課程

・日　程：１日間（H26.11.7）

・参加者：8名（うち修了者8名）

③情報技術研究所：総合技術者研修１課程、新技術者研修３課程

ア　プログラミング入門課程

・日  程：２日間（H26.7.7～8）

・参加者：７名（うち修了者６名）

イ　シーケンス制御入門課程

・日  程：２日×４回（H26.7.15～16、H26.7.17～18、H26.7.22～23、

                      H26.7.24～25）

・参加者：19名（うち修了者18名）

ウ　マイコン制御入門課程

・日  程：２日×２回（H26.7.29～30、H26.7.31、H26.8.1）

・参加者：９名（うち修了者９名）

エ　シーケンス制御基礎課程

・日  程：２日×２回（H26.11.13～14、H26.11.17～18）

・参加者：12名（うち修了者11名）
④セラミックス研究所：新技術者研修１課程

ア　機器分析課程（実施予定）

⑤生活技術研究所：新技術者研修１課程

ア　木材加工課程（実施予定）

（２）巡回技術指導、緊急課題技術支援、新技術移転促進事業：実施中


（前年度の成果）
	・前年度の取り組みにより得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　各種技術支援事業（巡回技術指導事業、緊急課題技術支援事業、新技術移転促進事業）を実施することにより、中小企業が抱える多様な課題に対応した。

また、中小企業の若手現場技術者を対象に、高度な専門知識や新技術の習得を目的とした研修（総合技術者研修、新技術者研修）を実施し、産業人材の育成を行った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県の長期構想においても、地域外から所得を稼ぐことができる製造業は本県産業の中核と位置づけられている（Ⅳ　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開　（１）　岐阜県成長・雇用戦略）。

当該事業はモノづくり産業の生産性や付加価値の向上を支援するための中小企業支援及び産業人材の育成を目的とする事業である。

また、平成２６年度に実施した「業種別懇談会」において、中小企業においては、若手や新入社員への人材育成が手薄であり、公設試験研究機関が実施する企業に対する研修は非常に重要視されていることがわかった。特に基礎的な知識や技術、幅広く汎用的に使える技術などについて企業人材に対する研修ニーズが大きいことからも。当該事業は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	「業種別懇談会」において、公設試が行う研修に非常に高い期待が向けられていることがわかった。「企業等ニーズ調査」においても、技術支援の充実が企業等から非常に強く求められている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　事業を効果的に実施するため、各工業系試験研究機関が毎月行っている「企業等ニーズ調査」や、依頼試験等で関係する企業からの相談等に基づき、ニーズに応じた支援や研修を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　中小企業の試験研究機関に対する技術支援のニーズは定常的にあり、予算削減を理由に断ることが出来ない。

また、企業支援のために行っている依頼試験、開放試験室設置機器の開放利用について、突発的な機器の故障に備えた修繕料を予算計上しているが、機器の老朽化に伴い近年故障が頻発しており予算不足が続いている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「業種別懇談会」や「企業等ニーズ調査」からわかった通り、公設試が行う研修、技術支援に非常に高い期待が向けられていることから継続して取り組む必要がある。


